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公的介護保険制度に基づく要介護2以上の認定を受けた場合または東京海上日動が定める所定の要介護状態（要介護２用）（＊1）と診断され、その
状態が90日を超えて継続した場合に保険金（一時金）を受け取れます。〔独自基準追加型（要介護2）〕
（＊1） 東京海上日動所定の要介護状態（要介護2用）については、お手続きサイトに掲載の「補償の概要等」をご確認ください。

※保険料は、保険の対象となる方ご本人の年齢（団体契約の始期日時点（2025年3月1日現在）の年齢をいいます。）によって異なります。
※保険の対象となる方（被保険者）の用語の解説（定義）については､お手続きサイトに掲載の｢保険の対象となる方の範囲｣をご確認ください｡

（単位：円）保険金額・保険料表（月払）●引受対象年齢：満5歳以上満84歳以下 ※ご加入口数は1口のみです。

突然介護が必要な状態になった時に…

介護補償 15% 適用
団体
割引

当該補償は他の補償にご加入いただいている方のみ、ご加入可能です。注意

だから　介護にはまとまった資金準備があると安心です。●本人、配偶者のご両親も保険の対象となる方（被保険者）ご本人としてご加入いただけます

●独自基準追加型で39歳以下もカバー
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本人・配偶者・子・両親・兄弟・本人と同居の親族のいずれでも被保険者（保険の対象となる方）の範囲に含まれます。
※本人とは日本大学医学部同窓会の会員のことをいいます。

公的介護保険制度では保障されない39歳以下の方が要介護状態になった場合や、40歳～64歳の方でケガ、交通事故等に
より要介護状態になった場合も補償します。

【出典】 （公財）生命保険文化センター「介護保障ガイド｣ 2021年7月改訂版）
　　　 をもとに東京海上日動にて作成 だから 介護にはまとまった資金準備があると安心です。

介護にかかるお金は・・・？

月々の介護費用とは別に、自宅の改修費用や
車いす、特殊ベッド等の福祉用品の購入等に
より初期費用がかかる可能性があります。

一時費用（＊1）の合計

74 万円平均

公的介護保険は
あるけれど・・・

（＊1） 公的介護保険サービスの自己負担費用を含みます。 【出典】 （公財）生命保険文化センター「2021（令和3）年度生命保険に関する全国実態調査」をもとに東京海上日動にて作成

要介護状態初期に一時的に必要となる主な費用の目安（自費で購入等した場合）
階段昇降機

ポータブルトイレ 移動用リフト

特殊寝台（介護ベッド）車いす

手すり

■据置式…20～50万円
■レール走行式…50万円～　※工事費別途

■15～50万円　※機能により金額は異なる■自走式…6～19万円
■電動式…30～50万円

■いす式直線階段用…５０万円　※工事費別途

■廊下・階段・浴室用など…1万円～
※サイズ・素材により金額は異なる（工事費別途）

■水洗式…1～4万円
■シャワー式…10～25万円

保険金額
加入年齢

補償の型 独自基準追加型（要介護2）

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

300万円

60～64歳

70～74歳

80～84歳

タイプ

保険金額
加入年齢

補償の型 独自基準追加型（要介護2）

 5 ～ 9 歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

300万円

K3タイプ

10
10
10
10
30
50
100
200

240
330
470
1,000
2,080
4,570
10,500
19,860


